
 
令和７年度長野県食と農業農村振興審議会長野地区部会 次第 

 

                            日時：令和７年７月 11 日（金）午後 2 時から 

                           場所：長野合同庁舎 501･502･503 会議室 

 

 

１  開  会 

 

 

２ あいさつ 

 

 

３ 議  事 

 

（１）第４期長野県食と農業農村振興計画について 

 

 

ア 令和６年度長野地域の取組実績について （資料１） 

 

 

イ 令和７年度長野地域の実行計画について （資料２) 

 

 

 

（２）信州未来共創戦略について       （資料３） 

   ～みんなでつくる 2050 年の NAGANO～ 

 

 

 

（３）意見交換 

 

 

 

４ 閉  会 
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１ 長野地区部会委員名簿・地区部会設置規程 

 

 

２ 令和６年度長野地域の取組実績 資料１ 

 

 

３ 令和７年度長野地域の実行計画 資料２ 

 

 

４ 信州未来共創戦略について 

   ～みんなでつくる 2050 年の NAGANO～ 資料３ 

 

 

５ 第４期長野県食と農業農村振興計画（本冊） 

 

 

６ 第４期長野県食と農業農村振興計画（概要版） 

 

 

参考資料 令和７年度長野地方農業の概要 
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１２名

注）任期途中で交代となった委員の任期は、前任者の残任期間となります。

長野県食と農業農村振興審議会長野地区部会委員 
（第８期任期：令和６年７月１１日～令和８年７月１０日）

農業者の代表

農業関係団体の代表

市町村の代表



長野県食と農業農村振興審議会における地区部会の設置規程 
 

 

第１ 設置の目的 

「長野県食と農業農村振興の県民条例」に基づいて策定する「長野県食と農業農村振興計画」（以

下「振興計画」）策定及び県が実施する食と農業・農村に関する施策に関し、各地域の県民の意見の

反映と、地域の特性を生かした地域別の発展方向の策定及び検証を行うため「長野県食と農業農村振

興審議会」に地区部会を設置する。 

 

第２ 地区部会の設置 

   「長野県食と農業農村振興の県民条例」に規定されているとおり、地域振興局の管轄区域ごとに、

部会を設置する。 

 

第３ 地区部会の組織 

（１）地区部会は、部会委員10人程度で組織する。 

（２）地区部会の部会委員は、農業者、消費者、農業関係団体、農業委員、市町村職員などから、地域振

興局長が任命する。  

（３）部会委員の任期は２年とする。ただし、補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

 

第４ 会議の運営 

（１）地区部会には部会長を置き、部会委員が互選する。 

（２）部会長は、会務を総理し、部会長に事故があるときは、あらかじめ部会長が指名した部会委員がそ

の職務を代理する。 

（３）会議は、部会長が招集し、会長が議長となる。 

（４）部会長が認める場合は、部会委員以外の者がオブザーバーとして協議に参画することができる。 

（５）会議は、部会委員の過半数の出席がなければ開くことができない。 

（６）会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。 

（７）会議は、原則として公開とする。 

（８）地区部会の事務局は、地域振興局農業農村支援センター農業農村振興課に置くこととし、事務局長

は、地域振興局農業農村支援センター所長の職にある者が充たる。 

 

第５ 地区部会の任務 

地区部会は、次に掲げる事項について検討し、部会長は、「長野県食と農業農村振興審議会」に報告

するものとする。 

（１）県が策定する振興計画及び県が実施する食と農業・農村に関する施策に関する地域の意見の集約 

（２）県の振興計画に基づき、地域の特性を踏まえた「地域別の発展方向」の策定及び検証 

（３）その他、食と農業及び農村の振興に関し、地域で必要な事項 

 

（補 足） 

この規程に定めのあるもののほか、会議の運営に関して必要な事項は、事務局が会議に諮って定め

る。 

 

（附 則） 

 この規程は、平成19年１月19日から施行する。 

この規程は、平成29年４月１日から施行する。 

この規程は、令和２年４月１日から施行する。 
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審議会等の設置及び運営に関する指針 

 

平成 14年１月 18日制定 

平成 19年 7月 24日一部改正 

平成 22年 10月 13日一部改正 

平成 25年４月１日一部改正 

平成 28年１月 22日一部改正 

平成 29年４月１日一部改正 

令和２年４月１日一部改正 

令和３年 10月 29日一部改正 

令和４年４月１日一部改正 

令和７年４月１日一部改正 

 

第１  目的  

この指針は、審議会等の設置（「附属機関の設置」又は「懇談会等の開催」をいう。以下第８、

第９において同じ。）及び運営に関する基本方針を定めることにより、県民の県政への参画を促

進するとともに、公正で透明な県政を推進することを目的とする。  

 

第２  審議会等の定義  

 この指針において、「審議会等」とは、次に掲げるものをいう。  

(1)  地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 138条の４第３項に規定する附属機関（以下「附属

機関」という。）  

(2) 有識者等からの意見を聴取し、又は有識者等との意見の交換を行い、専門的知識、意見を

必要に応じて県政に反映させることを主な目的として、要綱等により開催する懇談会等（以

下「懇談会等」という。） 

 

第３  審議会等の委員の選任 

   審議会等の委員（「附属機関の委員」又は「懇談会等の構成員」をいう。以下同じ。）の選任に

当たっては、法律等に別段の定めがある場合を除くほか、次に掲げる事項に留意するものとする。 

(1) 審議会等の機能が十分発揮されるよう幅広い分野及び年齢層から適切な人材の選任に努める

とともに、特に次に掲げる事項について留意するものとする。 

ア 女性委員を積極的に登用することとし、審議会等の委員に占める女性委員の比率が全体

として４割以上、６割以下となるよう努めること。なお、女性委員の比率が４割未満もし

くは６割を超過する場合は、その理由を明らかにすること。 

イ 若者（概ね 30歳代まで。）を原則として１名以上委員に選任するよう努めること。 
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ウ 外国人に密接に関わる内容について審議や意見聴取を行う場合は、県政に多様な意見を

反映させる観点から、外国籍を有する者も含めて委員に選任するよう努めること。 

   なお、外国籍を有する者を附属機関の委員に選任しようとする場合は、別表「外国籍

を有する者の附属機関委員への登用における判断基準」に留意すること。 

エ ＮＰＯ法人等の民間団体の活動が活発な分野について審議などを行う場合は、官民協働

の観点からＮＰＯ法人等の関係者を委員に選任するよう努めること。 

(2) 関係団体の推薦により委員を選任する場合は、当該団体の代表者に限らず、審議会等の担任

事務又は開催目的にふさわしい知識や経験を有した適任者が得られるよう十分配慮すること。

また、関係団体の推薦により委員を選任するにあたっては公平性、中立性に十分配慮すること。  

(3) 県職員は委員に選任しないこと。  

(4) 審議会等の担任事務又は開催目的に応じ、原則として委員の一部を公募により選任すること

とし、委員数の概ね２割を公募により選任するよう努めるとともに、次に掲げる事項に留意す

るものとする。なお、公募委員の比率が２割を下回る場合は、その理由を明らかにすること。 

    また、審議会等ごとに公募要領を定めるとともに、県のホームページへの掲載及び各種広報

媒体を通じて県民に周知すること。 

ア 公募する場合は、若者（概ね 30歳代まで。）の選任に努めること。 

イ 複数の委員を公募する場合は、公募委員に占める女性委員の比率が概ね５割となるよう

努めること。 

(5) 委員を再任する場合は、その任期が２年の場合には４期まで、３年の場合には３期までとす

るよう努めること。また、２年若しくは３年以外の任期を定めている場合又は任期の設定がな

い場合には、引き続き 10年を超えないよう努めること。 

また、過去の出席状況等に留意すること。  

(6) 複数の審議会等において同一人を重複して委員に選任しようとする場合、重複就任数は３以

内とするよう努めること。 

(7) 委員の数は、実効性のある審議又は意見聴取等及び円滑な会議の運営を図るため、15人以内

とするよう努めること。  

(8) 県議会議員に就任依頼をする審議会等は、法令、条例に定めのあるもののほか、県行政の基

本的方向性を審議する審議会等とすること（平成 27年 12月 11日付け県議会議長通知）。 

 

第４  審議会等の会議の運営  

附属機関の運営にあたっては、法律若しくはこれに基づく命令で定めるものを除くほか、長野

県附属機関条例（令和２年長野県条例第３号。以下「附属機関条例」という。）の定めるところに

よることを原則とするとともに、審議会等の会議の効果的かつ効率的な運営を確保するため、審

議会等の所管課（室）は、次に掲げる事項に留意するものとする。  

(1) 会議の資料は簡素化に努め、あらかじめ時間的余裕をもって配布することにより、資料説明
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にいたずらに時間を費やさないこと。  

(2) 会議の開催回数は必要最小限とし、終了時刻を明示するなど、会議の効率化を図ること。  

(3) 審議又は意見聴取等の経過を明確にするため、議事録（議事要旨の記録を含む。）を作成する

こと。 

(4) 会議において活発な議論がなされるよう、日頃から委員への積極的な情報提供に努めること。  

(5) 審議会等は、県民等から意見を聴取することが適当と認められるときは、直接又は県のホー

ムページ若しくは各種広聴媒体を通じて意見陳述等の機会を設けるなど、十分意見を聴くよう

努めること。  

(6) 附属機関にあっては、必要に応じて部会、専門委員会等を設置し、会議の機動的な運営を図

ること。  

(7) 附属機関にあっては、答申文をまとめるに際して、委員からなる起草委員会を設けるなど、

単に事務局の原案を形式的に追認するだけの附属機関とならないよう配慮すること。 

 

第５  審議会等の会議の公開  

 審議会等の会議は、原則として公開することとし、公開に当たっては次の事項に留意するもの

とする。  

(1) 審議会等の会議の公開は、会議の傍聴及び会議結果の公表により行うこと。  

(2) 会議の傍聴は、会議場に一定の傍聴席を設けて、希望する者に傍聴を認めることにより行う

こと。 

(3)傍聴を認める会議の開催に当たっては、あらかじめ審議会等の名称、開催日時、場所、議題、

傍聴者の定員、傍聴手続等について、原則として開催日の１週間前、遅くとも３日前までにプ

レスリリースするとともに、県のホームページに掲載することにより県民に周知すること。 

(4) 会議結果の公表は、議事録及び会議資料の県のホームページへの掲載、行政情報センター、

行政情報コーナー等への備え付けにより行うこと。  

(5) 会議資料の公表は会議終了の日から概ね２週間以内を目安に、また、議事録の公表は概ね１

月以内を目安に行うよう努めること。 

(6) 次のいずれかに該当する場合は、附属機関にあっては審議会等の長がその会議に諮って、懇

談会等にあっては所管課において、それぞれ非公開の決定を行うことができること。なお、非

公開の理由の開示を求められた場合には、それを明らかにすること。  

ア 長野県情報公開条例（平成 12 年長野県条例第 37 号）第７条各号に定める非公開情報に

ついて審議する場合  

イ 会議を公開することにより、公正かつ円滑な審議に著しい支障が生じると認められる場

合  

(7)  附属機関の会議の公開又は非公開の決定は、附属機関の長が会議の開催日時等の決定にあ

わせ、会議に諮って行うこと。なお、あらかじめ会議に諮ることができない場合は、各委員
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の意思を確認し事前に決定すること。 

(8)  会議の傍聴を認めない場合であっても、議事要旨の記録等の公開が可能な場合、会議結果

の公表は行うこと。 

 

第６  附属機関の設置  

   附属機関の設置に当たっては、次に掲げる事項に留意するものとする。  

(1) 調停、審査、諮問又は調査のために置く審査会、審議会、調査会等は、地方自治法第 138条

の４第３項の規定により、附属機関として法律又は条例に基づいて設置するものであること。 

(2) 附属機関を新設する場合は、類似又は関連する既存の審議会等の有効活用及び一般的な会議

の開催等による対応を十分検討し、安易に設置しないこと。 

(3) 条例に基づく附属機関については、施策、制度等を体系的に定めた条例において必要な附属

機関の設置並びにその組織及び運営に関する事項を規定する場合を除き、原則、附属機関条例

に規定して設置すること。 

(4) 附属機関の担任する事務に係る案件が恒常的に発生しない場合は、必要な都度委員を任命す

ること。  

(5) 附属機関の担任する事務が臨時的なものである場合は、その設置期間を明らかにすること。 

 

第７ 懇談会等の開催 

   懇談会等の開催に当たっては、附属機関と明確に区分するため、次に掲げる事項に留意するも

のとする。  

(1) 名称は「懇談会」、「懇話会」、「研究会」等とし、「審査会」、「審議会」「調査会」等の名称を

用いないこと。 

(2) 要綱等の開催目的、活動内容中に「調停」、「審査」、「諮問」又は「調査」の表現を用いない

こと。 

(3) 県から懇談会等に対して「諮問」を行わないこと。 

(4) 懇談会等の結論を統一させるための「合議」、「採決」等を行わないこと。また、要綱等に採

決の方法及び定足数等の議事手続きを定めないこと。 

(5) 懇談会等としての意思を表明する「答申」、「承認」等を行わないこと。 

(6) 計画、指針等の策定について意見聴取等を行うための懇談会等において、計画等の策定、決

定は県が主体的に行うものとし、懇談会等において策定、決定する形をとらないこと。 

(7) 特定の施策等について、特定の期間に意見聴取等を行うために開催するものとし、常設の会

議体としないこと。また、原則として要綱等に開催期間を明記すること。 

(8) その審議内容等から、条例により附属機関として設置すべきものについて、急を要する等の

理由で要綱等により開催しないこと。 

(9) 第６(2)は、懇談会等の開催について準用する。 
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第８ 審議会等の設置等の場合の協議 

   審議会等の設置（懇談会等の該当の確認を含む）及び条例又は要綱等の改正を行う場合は、そ

の内容が本指針に沿ったものであるか確認するため、あらかじめコンプライアンス・行政経営課

に協議すること。  

 

第９  審議会等の設置の見直し  

   次のいずれかに該当する審議会等については、原則として廃止又は統合するものとする。  

(1) 所期の目的を達成したもの。  

(2) 社会経済情勢の変化等により、必要性が著しく低下してきたもの。  

(3) 会議の開催回数が少なく、形式的で、設置の効果が乏しいもの。  

(4) 関係者からの意見聴取等の方法により設置目的の達成が可能であり、必ずしも審議会等を置

く必要がないもの。  

(5) 設置の目的、所掌事務及び委員の構成が類似しているなど、他の審議会等との統合が可能な

もの。 



6 

 

別表 外国籍を有する者の附属機関委員への登用における判断基準 

令和７年４月１日 

 

「公権力の行使」又は「公の意思の形成への参画」（以下「公権力の行使等」という。）に携わる

地方公務員となるためには、日本国籍を必要とするものと解すべきとされている。 

指針第２(1)に規定する附属機関の委員は、地方公務員法第３条第３項第２号の特別職の地方公務

員に該当するため、日本国籍以外の国籍を有する者を附属機関の委員に登用するためには、登用し

ようとする附属機関が「公権力の行使等」に該当しないことが条件となる。 

本県の附属機関における公権力の行使等の該当性及び外国籍を有する者の委員への登用の判断基

準については、各附属機関の性質等を踏まえ、下表のとおりとするので、留意すること。 

 

附属機関等の例 公権力の行使等
の該当性 

外国籍を有する者の附属
機関の委員への登用 

附属機関から答申等を受けた後、パブリック

コメントや議会での審議・議決等のプロセス

を経るなど、最終決定までに県に裁量の余地

がある附属機関（※） 
 

（※）審議内容や運営方法によっては、下表のよう
に附属機関の答申等が事実上県の意思決定と
なる場合もあるため、委員選任に当たり、十
分留意すること。  

なし 

委員（※）候補者に含め
て人選を検討 
 
※ 会長・委員長、副会長・
副委員長等、附属機関を代表
する職及び代表者を代理す
る職を除く。 

行政処分（許可、認可、取消等）、行政不服審

査、試験や資格認定の審議を行う審査会など、

審議内容の性質上、附属機関の答申等が事実

上県の意思決定となる附属機関（最終決定ま

でに県に裁量の余地が事実上ないもの） 
 
（例）私立学校審議会、情報公開審査会、 

建築士審査会、准看護師試験委員等 

該当するおそれ
あり 委員への登用は控える。 

 

なお、指針第２(2)に規定する懇談会等の構成員については、地方公務員ではないことから、登用

に当たっては上記附属機関のような公権力の行使等の法的な問題は生じないので留意すること。 



 
 
 
 
 
 

■ 重点取組 

  １：長野地域の農業を支える多様な担い手の確保・育成 

２：全国トップクラスの果樹産地づくり 

３：長野地域の特色を生かした農畜産物の安定生産 

４：多様な人材で支え、皆で取り組む農村づくり 

５：いつまでも安心して暮らせる農村づくり 

６：長野地域で守り育てる食の継承 

 

■ 達成指標の進捗状況 

 

重点取組１：長野地域の農業を支える多様な担い手の確保・育成 

○ 長野地域の農業をけん引する強く柔軟な経営体を育成 

・ 経営体の課題解決を支援するため、中小企業診断士等を派遣（４経営体） 

・ 農地を次世代に引き継ぐため、「地域計画」の策定を支援 

（９市町村、59 地区） 

○ 新規就農者の安定確保と技術力・経営力の向上を支援 

・ 就農相談会の開催（12 回）、技術習得セミナー等の開催（果樹

３、花き１、野菜１、簿記１回）と就農計画の作成を支援（13 名） 

○ 雇用労働者の安定確保のための労働環境整備を推進 

 ・ 農業バイトマッチングアプリの利用を促進するための周知活

動と民間企業・大学等訪問（20 カ所、マッチング成立 7,989 件

（前年比 195%）） 

 

重点 

取組 
達成指標 

2021 年度 2024 年度 2027年度 

現状 計画 実績 目標 

１ 
中核的経営体数 1,479 経営体 1,580 経営体 1,615 経営体 1,650 経営体 

果樹の新規就農者数 36 人/年 30 人/年 27 人/年 30 人/年 

２ 

りんご高密植栽培導入面積（新わい化
栽培含む） 

139ha 148ha 139ha 157ha 

果樹県オリジナル品種等の栽培面積 1,473ha 1,520ha 1,834ha 1,550ha 

畑地かんがい施設により用水が確保さ
れた農地面積 

－ 280ha 470ha 650ha 

果実産出額 
335 億円

(2020 年度) 
340 億円 

381 億円 

（2023 年度） 
354 億円 

３ 

軽量野菜(ピーマン)の共同選果調製施
設の利用率 

－ 70％ 72.8％ 70％ 

化学合成農薬・化学肥料を原則 50％以
上削減した栽培や有機農業に取り組む
面積 

306ha 383ha 308ha 470ha 

スマート農業技術導入経営体数 14 経営体 24 経営体 41 経営体 42 経営体 

４ 
農村型の地域運営組織(農村ＲＭＯ)数 0 組織 1 組織 2 組織 1 組織 

野生鳥獣による農作物被害額 95,170 千円 92,590 千円 100,512 千円 90,000 千円 

５ 

排水機場の更新等により安全が確保さ
れた地域面積 

－ 400ha 381ha 570ha 

水門を自動化・遠隔化した農業水利施
設の箇所数 

16 か所 20 か所 30 か所 25 か所 

６ 

売上額 1 億円を超える農産物直売所の
売上高 

20.7 億円 21.2 億円 37.6 億円 22.0 億円 

学校給食における県産食材の利用割合 
（品目ベース） 

50％ 50.5％ 45.1％ 52％ 

長野地域 ～人と人がつながり力強く未来へ躍進する長野農業～ 

令和６年度長野地域の取組実績 
資料１ 

【地域計画策定に向け熱心な議論】 



○ 多様な人材による支え手の確保を支援 

 ・ 農産物集出荷場への農福連携の周知と「お試しノウフク」の実施（２事例） 

 

重点取組２：全国トップクラスの果樹産地づくり 

○ 適地への省力化栽培技術導入や改植等によるりんご・ももの産地力向上を支援 

・ 防霜ファンの設置（10 か所、2.15ha、29 台）と凍霜害防止

キャラバン隊による啓発（２回）、凍害対応研修会の開催 

（３回、280 名） 

・ テレビ放送による地元果物の魅力を発信 

（もも、ぶどう、りんご、各１回）、 

市町村と連携したホテルへの食材提供等認知度向上（12 施設） 

○ 県オリジナル品種等の戦略的導入とハウス・冷蔵庫の整備による 

ぶどう産地の発展を支援 

・ りんご「シナノリップ」、ぶどう「クイーンルージュ®」の栽培実証ほの設置（10 箇

所） 

○ 担い手への優良農地の利用集積や樹園地継承を促進 

・ 円滑な樹園地継承を図るため、優良品種への改植等の実施（254 件、32.8ha） 

○ 脱炭素化技術の導入や異常気象等に強い技術の普及による気候 

変動対策 

・ りんごの着色系品種の検討（検討会２回）、果樹せん定枝の

適切な処理の啓発（炭化器貸出５団体） 

○ 産地強化につながる輸出拡大 

 ・ 輸出国の植物検疫措置に即した生産園地の巡回及び防除等 

技術指導の実施（４回） 
○ 果樹栽培を支える畑地かんがい施設を整備   

・ 耐用年数を超過した管水路の更新及び散水施設の新設を 

実施（７地区） 

 

重点取組３：長野地域の特色を生かした農畜産物の安定生産 

○ 高収益作物の導入による水稲経営体の経営力強化を支援 

・ 産地生産基盤パワーアップ事業の活用による麦大豆の収穫調

整機械等の導入支援（３箇所） 

○ ピーマン等軽量野菜の生産拡大と品質向上を支援 

 ・ ピーマンの新規生産者確保に向けたセミナーの開催 

（セミナー８回、新規栽培開始 64 名） 

○ トルコギキョウ等需要に対応した花きの生産安定を支援 

・ トルコギキョウ土壌病害の効果的な防除方法の検討 

（試験ほ設置１、研修会１回） 

○ きのこの病害虫対策と経営安定を支援 

 ・ きのこ培地資材等の価格高騰対策と能登半島地震被災農家 

への支援（118 経営体） 

○ 環境にやさしい農業を推進 

・ 信州の環境にやさしい農産物認証制度の周知と認定を支援     

（75 件、237ha） 

・ 学校給食への地元有機農産物の提供（12 回） 

○ 品目や地域の条件に適したスマート農業技術の普及を推進 

 ・ ドローンを活用したハウストマトの高温防止資材散布実証検

討会の開催（20 名） 

○ 経営基盤の維持、強化による健全で持続可能な畜産経営を推進 

 ・ 特定家畜伝染病の防疫演習(１回）、家畜排せつ物管理施設の

整備支援及び施設巡回の実施（43 農場） 

○ 栽培に不可欠な農業用水を安定供給する農業水利施設を整備 

 ・ 基幹的揚水機場の実施設計及び水路トンネルの改修を実施（２地区） 

【ホテルでりんごを提供しＰＲ】 

【収量・品質向上に向け樹園地
に畑地かんがい施設を整備】 

【ピーマン導入に向けたセミナー】 

【信州の環境にやさしい農産
物認証制度の説明会】 



重点取組４：多様な人材で支え、皆で取り組む農村づくり 

○ 地域住民と農村移住者の協働や関係人口との連携による地域 

農業への理解を促進 

 ・ 地域住民や農業者が協働して行う農地・農業水路等の保全 

活動を支援（128 組織） 

○ 農村型地域運営組織(農村ＲＭＯ)の構築による農村コミュ 

ニテｨの維持を推進 

 ・ 農村ＲＭＯ組織の自走に向けた伴走支援（２地域協議会） 

○ 野生鳥獣から農作物を守る地域ぐるみの取組を支援  

・ ツキノワグマ、ニホンザルに関する被害防止研修会の 開催（１回）と啓発活動 

 

重点取組５：いつまでも安心して暮らせる農村づくり 

○ 千曲川沿いの排水機場ポンプ設備の更新・増強を推進 

 ・ 機能が低下した施設の更新及び排水量の増加に対応したポ

ンプの増強を実施（６機場） 

○ ＩＣＴを活用した水門の自動化・遠隔化を推進     

 ・ 大雨時に用排水路の水位を感知して自動で開閉する水門 

の整備工事を支援（９か所） 

○ 排水機場のしくみと役割を紹介する学習会を実施 

 ・ イベント等での啓発や地域の小学生を対象とした施設の学

習会を開催（２回） 

 

重点取組６：長野地域で守り育てる食の継承 

○ 農産物直売所の販売力強化及び農産物加工組織の活性化を支援 

 ・ 直売所マップの作成と加工組織間の交流 

 ・ 農産物直売所の課題解決支援（２カ所） 

○ 伝統野菜、そば、郷土食など長野地域で守り育てた食の継承  

を支援 

 ・ 信州伝統野菜認定制度に基づく新規認定への支援 

（２品目） 
・ 学校における伝統野菜の栽培体験（１校）、農業高校と連携 

した「小森茄子」の生産拡大を支援 

【野生鳥獣被害防止に向け実地研修会】 

【豪雨対策のため自動化した水門】 

【小森茄子振興を高校生と議論】 



 

 

■達成指標 

※カッコ書きの指標は最終目標を上回ることが確実と見込まれるため、当初計画から計画値を変更（参考扱い） 

                  

重点取組１︓⻑野地域の農業を⽀える多様な担い⼿の確保・育成 
〇 ⻑野地域の農業をけん引する強く柔軟な経営体を育成 
 ・農業経営者総合サポート事業を活用した専門家派遣等による担い手への伴走支援 

・「地域計画」に基づく農地の集積・集約化の推進や担い手の確保を支援 
〇 新規就農者の安定確保と技術⼒・経営⼒の向上を⽀援 
 ・就農相談会の開催や新規就農⾥親研修の実施等による新規就農者の確保 
 ・技術習得セミナーや就農計画の策定支援等による新規就農者のスキルアップと営農開始を支援 
〇 雇用労働者の安定確保のための労働環境整備を推進 
 ・農業バイトマッチングアプリの活用促進や適切な取組環境づくりの啓発 
〇 多様な人材による⽀え⼿の確保を⽀援 

・障がい者との共存・共栄による農福連携の推進 
〇 担い⼿へ農地の利用集積を促進する用排⽔路や耕作道路を整備 
 ・⽼朽化した排⽔路の改修及び耕作道路の舗装（３地区） 

重点取組２︓全国トップクラスの果樹産地づくり 
〇 適地への省⼒化栽培技術導⼊や改植等によるりんご・ももの産地⼒向上を⽀援 

・凍霜害防止対策など災害に強い産地づくりと盗難防止対策の促進 
・りんご新わい化栽培における樹体凍害対策の徹底と腐らん病まん延防止対策の推進 
・果樹加工施設の整備による産地⼒の強化 
・宿泊施設等と連携した地元産果物の認知度の向上 

〇 県オリジナル品種等の戦略的導⼊とハウス・冷蔵庫の整備によるぶどう産地の発展を⽀援 
・りんご「シナノリップ」、ぶどう「クイーンルージュ®」の生産拡大に向けた実証ほの設置と栽培講習会の開催 

 ・ぶどう「クイーンルージュ®」のコンクール開催による生産拡大を支援 
〇 担い⼿への優良農地利用の集積や樹園地継承を促進 

・円滑な樹園地継承に向けモデル地区の設定と生産意向調査等の実施 
・県オリジナル品種への改植による園地の収益性の向上 

〇 脱炭素化技術の導⼊や異常気象等に強い技術の普及による気候変動対策を推進 

重点 
取組 達成指標 現状 

(2021(R3)年) 

実績 計画※ 目標 
(2027(R9)年) (2023(R5)年) (2025(R7)年) 

１ 
中核的経営体数 1,479 経営体 1,549 経営体 1,600 経営体 1,650 経営体 

果樹の新規就農者数 36 人/年 19 人 30 人/年 30 人/年 

２ 

りんご高密植栽培導入面積（新わい化栽培含む） 139ha 139ha 151ha 157ha 
果樹県オリジナル品種等の栽培面積 1,473ha 1,605ha （1,864ha） 1,550ha 
畑地かんがい施設により用⽔が確保された農地面積 － 214ha 458ha 650ha 

果実産出額 
335 億円

(2020 年度) 

345 億円

(2022 年度) 
343 億円 354 億円 

３ 

軽量野菜(ピーマン)の共同選果調製施設の利用率 － 68% 70％ 70％ 

化学合成農薬・化学肥料を原則 50％以上削減
した栽培や有機農業に取り組む面積 

306ha 321ha 408ha 470ha 

スマート農業技術の導入経営体数 14 経営体 41 経営体 42 経営体 42 経営体 

４ 
農村型の地域運営組織(農村ＲＭＯ)数 0 組織 １組織 (2 組織) １組織 
野生鳥獣による農作物被害額 95.2 百万円 97.8 百万円 91.7 百万円 90.0 百万円 

５ 
排⽔機場の更新等により安全が確保された地域面積 － 155ha 490ha 570ha 

⽔門を自動化・遠隔化した農業⽔利施設の箇所数 16 か所 21 か所 （42 か所） 25 か所 

６ 
売上額 1 億円を超える農産物直売所の売上高 20.7 億円 31.5 億円 21.4 億円 22 億円 

学校給食における県産食材の利用割合（品目ベース） 50％ 48.1％ 51.1％ 52％ 

⻑野地域 〜人と人がつながり⼒強く未来へ躍進する⻑野農業〜 

令和７年度長野地域の実行計画 資料２ 



・⺠間企業と連携した果樹せん定枝の活用及び適切な処理の啓発と炭化技術の推進 
・温暖化など栽培環境の変化に対応できる品目導入・栽培技術指導の実施 

〇 産地強化につながる輸出拡大 
・輸出申請手続きへの支援や輸出促進セミナー等の開催 

〇 果樹栽培を⽀える畑地かんがい施設を整備 
 ・耐用年数を超過した管⽔路の更新及び散⽔施設の新設（４地区） 

重点取組３︓⻑野地域の特⾊を生かした農畜産物の安定生産 
〇 ⾼収益作物の導⼊による⽔稲経営体の経営⼒強化を⽀援 

・高温登熟障害・倒伏対策と斑点米カメムシ防除の推進（栽培指導会３団体、成熟期予測情報提供３回） 
・種⼦条例を反映した⽔稲種⼦の効率的な生産供給に向けた施設整備への支援 
・⻨・大⾖の収益性向上（⼩⻨省⼒化肥料試験ほ２か所、大⾖の雑草防除展⽰ほ１か所） 

〇 ピーマン等軽量野菜の生産拡大と品質向上を⽀援 
・ピーマン選果場の活用による生産拡大と栽培講習会の開催 

〇 トルコギキョウ等需要に対応した花きの生産安定を⽀援 
 ・トルコギキョウの土壌病害に対する効果的な防除法の普及 
 ・燃油価格高騰対策支援措置の有効活用による花き経営安定への支援 
〇 きのこの病害虫対策と経営安定を⽀援 

・施設の衛生管理状況の徹底と培地資材価格高騰に対応した経営安定支援 
〇 環境にやさしい農業を推進 

・補助事業を活用した有機学校給食等の実施支援 
・クロスコンプライアンスの徹底によるみどりの食料生産システムの周知徹底 

〇 品目や地域の条件に適したスマート農業技術の普及を推進 
 ・施設野菜栽培における細霧ミスト等を活用した環境改善技術の導入検討 

・スマート農業機械の実演会の開催 
 ・関係機関と連携したスマート農業技術の導入推進（推進会議の開催１回、可変施肥試験ほ２か所） 
〇 経営基盤の維持、強化による健全で持続可能な畜産経営を推進 
 ・特定家畜伝染病に対する関係機関との情報共有と防疫演習の実施 
 ・公共牧場の活用促進及び⽔⽥を活用した飼料生産と耕種農家とのマッチングに対する支援 
〇 栽培に不可⽋な農業用⽔を安定供給する農業⽔利施設を整備 
 ・揚⽔機場や⽔路トンネルの改修（２地区） 

重点取組４︓多様な人材で⽀え、皆で取り組む農村づくり 
〇 地域住⺠と農村移住者の協働や関係人⼝との連携による地域農業への理解を促進 
 ・地域住⺠や農業者が協働して⾏う農地・農業⽔路等の保全活同を支援（132 組織） 
〇 地域資源を最大限活用した「輝く農山村地域」の創造を推進 
 ・「りんご」を起点とした飯綱町の多様な取組みを支援 
〇 農村型地域運営組織(農村ＲＭＯ)の構築による農村コミュニテｨの維持を推進 

・地域運営組織の自走に向けた伴走支援（２組織２協議会） 
〇 野生鳥獣から農作物を守る地域ぐるみの取組を⽀援  
 ・野生鳥獣被害対策研修会の開催（１回）と啓発広報の実施 

 重点取組５︓いつまでも安⼼して暮らせる農村づくり 
〇 千曲川沿いの排⽔機場ポンプ設備の更新・増強を推進 
 ・機能が低下した施設更新及び排⽔量の増加に対応したポンプの増強（４機場） 
〇 防災重点農業用ため池の地震・豪雨耐性評価と防災工事を実施 
 ・地震耐性評価（1３か所）及び防災工事（２か所） 
○ 地すべり防⽌施設の⻑寿命化計画に基づく対策工事を実施 
 ・⽔抜きボーリング孔の洗浄及び排⽔路の補修 
〇 ＩＣＴを活用した⽔門の自動化・遠隔化を推進    
 ・大雨時に⽔位を感知して自動で開閉する⽔門の整備（11 か所） 
〇 排⽔機場のしくみと役割を紹介する学習会を実施 
 ・排⽔機場がある地域の⼩学生や住⺠を対象とした学習会（２回） 

重点取組６︓⻑野地域で守り育てる⾷の継承 
〇 農産物直売所の販売⼒強化及び農産物加工組織の活性化を⽀援 
 ・加工組織の事業継承に係る事例調査と情報交換会の開催 
○ 伝統野菜、そば、郷⼟⾷など⻑野地域で守り育てた⾷の継承を⽀援 
 ・生産拡大や販路開拓支援による伝統野菜の振興 



                                                                                             

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和７(2025)年度 長野地域の農業農村振興施策 ～  人と人がつながり力強く未来へ躍進する長野農業  ～ （第４期食農計画長野地域計画） 

                                        長野地域振興局農地整備課・長野農業農村支援センター 

          
○⾼収益作物の導⼊による⽔稲経営体の経営⼒強化を⽀援 
○ピーマン等軽量野菜の⽣産拡⼤と品質向上を⽀援 
○トルコギキョウ等需要に対応した花きの⽣産安定を⽀援 
○きのこ病害虫対策と経営安定を⽀援 
○環境にやさしい農業を推進 
○品目や地域の条件に適したスマート農業技術の普及を推進 
○経営基盤の維持、強化による健全で持続可能な畜産経営を推進 
○栽培に不可⽋な農業用⽔を安定供給する、農業⽔利施設を整備 

 

○地域の基幹作物である果樹を中心に新規就農者の参⼊などにより担い手が確保され、皆が活躍しています。 
○農業用⽔が安定供給され、省⼒化栽培⽅式、県オリジナル品種の導⼊が拡⼤し、全国トップクラスの果樹産地“ながの”が発展しています。 
○⽴地条件を⽣かした野菜、花き、穀物など多様な農畜産物が、環境にやさしい農業や地域の条件に適したスマート農業技術により⽣産されています。 
○地域住⺠と移住者の協働により農村を⽀える体制が構築され、さらに⾃治会や社会福祉協議会などとの連携が進み、農村の集落機能や⾃治機能が維

持されています。 
○排⽔機場の更新などの防災⼯事が実施され、安心して暮らせる農村が形成されています。 
○農産物直売所を中心とした地域内消費が拡⼤し、⻑野地域で守り育てた「⾷」が継承されています。 
○学校、地域、消費者団体と連携し、「⾷」と「農」をつなぐ⾷育活動が幅広く展開されています。 

長野地域のめざす姿 

農
業
振
興 

 

重点取組３ 長野地域の特色を生かした農畜産物の安定生産 

    
○地域住⺠と農村移住者の協働や関係⼈⼝との連携による地域農業への理解を推進 
○農村型地域運営組織(農村ＲＭＯ)の構築による農村コミュニティの維持を推進 
○野⽣鳥獣から農作物を守る地域ぐるみでの取組みを⽀援 

重点取組４ 多様な人材で支え、皆で取組む農村づくり 

         
○適地への省⼒化栽培技術導⼊や改植によるりんご・ももの産地⼒向上を⽀援 
○県オリジナル品種等の戦略的導⼊とハウス・冷蔵庫の整備によるぶどう産地の発展を⽀援 
○担い手への優良農地の利用集積や樹園地継承を促進 
○脱炭素化技術の導⼊や異常気象等に強い技術の普及による気候変動対策を推進 
○産地強化につながる輸出拡⼤ 
○果樹栽培を⽀える畑地かんがい施設を整備 

重点取組２ 全国トップクラスの果樹産地づくり 

 

 
 

 

 

○⻑野地域の農業をけん引する強く柔軟な経営体を育成 
○新規就農者の安定確保と技術⼒・経営⼒の向上を⽀援 
○雇用労働者の安定確保のための労働環境整備を推進 
○多様な⼈材による⽀え手の確保を⽀援 
○担い手への農地の利用集積を促進する用排⽔路や耕作道路を整備 

重点取組１ 長野地域の農業を支える多様な担い手の確保・育成 

施策の展開方向(2023～2027年(R9年)) 令和７年度の取組内容 

■農業経営者総合サポート事業を活用した専門家派遣等による担い手への伴走⽀援 
■「地域計画」に基づく農地の集積・集約化の推進や担い手の確保を⽀援 
■就農相談会の開催や新規就農⾥親研修の実施等による新規就農者の確保 
■技術習得セミナーや就農計画の策定⽀援等による新規就農者のスキルアップと営農開始を⽀援 
■農業バイトマッチングアプリの活用促進や適切な取組環境づくりの啓発 
■障がい者との共存・共栄による農福連携の推進 
■⽼朽化した排⽔路の改修及び耕作道路の舗装（３地区） 

○信州農業生産力強化対策事業 

○果樹経営支援対策事業 

○主要穀類経営確立推進指導事業 

○地域振興推進費 

〇県営畑地帯総合土地改良事業 

○信州農業生産力強化対策事業 

○園芸産地強化対策整備事業 

○野菜等価格安定対策事業 

○主要穀類競争力向上推進事業 

○経営所得安定対策事業 

○GAP推進事業 

○多面的機能支払事業 

○中山間地域農業直接支払事業 

○中山間地農業ルネッサンス推進事業 

○農村型地域運営組織(農村ＲＭＯ)形成推進事業 

○遊休農地活用総合対策事業 

○野生鳥獣被害総合対策事業 

○次代の農業を支える担い手支援事業 

○農業労働力の安定確保支援事業 

○新規就農者育成総合対策 

○農業経営者総合サポート事業 

○農地中間管理機構事業 

○農業経営カイゼン実践促進事業 

○農地中間管理機構関連農地整備事業 

令和７年度主要事業 

     

 

 

○農産物直売所の販売強化及び農産物加⼯組織の活性化を⽀援 
○伝統野菜、そば、郷⼟⾷など⻑野地域で守り育てた⾷の継承を⽀援 
○「農」と「⾷」をつなぐ関係機関と連携した⾷育活動を推進 
○消費者の関心が⾼い「⾷」・「安全」・「環境」に配慮した⾷づくりを推進 
 

■凍霜害防止対策など災害に強い産地づくりと盗難防止対策の促進 
■りんご新わい化栽培における樹体凍害対策の徹底と腐らん病まん延防止対策の推進 
■果樹加⼯施設の整備による産地⼒の強化 
■宿泊施設等と連携した地元産果物の認知度の向上 
■りんご「シナノリップ」、ぶどう「クイーンルージュ®」の⽣産拡⼤に向けた実証ほの設置と栽培講習会の開催 
■ぶどう「クイーンルージュ®」のコンクール開催による⽣産拡⼤を⽀援 
■円滑な樹園地継承に向けモデル地区の設定と⽣産意向調査等の実施 
■県オリジナル品種への改植による園地の収益性の向上 
■⺠間企業と連携した果樹せん定枝の活用及び適切な処理の啓発と炭化技術の推進 
■温暖化など栽培環境の変化に対応できる品目導⼊・栽培技術指導の実施 
■輸出申請手続きへの⽀援や輸出促進セミナー等の開催 
■耐用年数を超過した管⽔路の更新及び散⽔施設の新設（４地区） 

■⾼温登熟障害・倒伏対策と斑点米カメムシ防除の推進（栽培指導会３団体、成熟期予測情報提供３回） 
■種⼦条例を反映した⽔稲種⼦の効率的な⽣産供給に向けた施設整備への⽀援 
■⻨・⼤⾖の収益性向上（⼩⻨省⼒化肥料試験ほ２か所、⼤⾖の雑草防除展⽰ほ１か所） 
■ピーマン選果場の活用による⽣産拡⼤と栽培講習会の開催 
■トルコギキョウの⼟壌病害に対する効果的な防除法の普及 
■燃油価格⾼騰対策⽀援措置の有効活用による花き経営安定への⽀援 
■施設の衛⽣管理状況の徹底と培地資材価格⾼騰に対応した経営安定⽀援 
■補助事業を活用した有機学校給⾷等の実施⽀援 
■クロスコンプライアンスの徹底によるみどりの⾷料⽣産システムの周知徹底 
■施設野菜栽培における細霧ミスト等を活用した環境改善技術の導⼊検討 
■スマート農業機械の実演会の開催 
■関係機関と連携したスマート農業技術の導⼊推進（推進会議の開催１回、可変施肥試験ほ２か所） 
■特定家畜伝染病に対する関係機関との情報共有と防疫演習の実施 
■公共牧場の活用促進及び⽔⽥を活用した飼料⽣産と耕種農家とのマッチングに対する⽀援 
■揚⽔機場や⽔路トンネルの改修（２地区） 

■地域住⺠や農業者が協働して⾏う農地・農業⽔路等の保全活同を⽀援（132組織） 
■「りんご」を起点とした飯綱町の多様な取組みを⽀援 
■地域運営組織の⾃走に向けた伴走⽀援（２組織２協議会） 
■野⽣鳥獣被害対策研修会の開催（１回）と啓発広報の実施 

■機能が低下した施設更新及び排⽔量の増加に対応したポンプの増強（２地区） 
■地震耐性評価（1３か所）及び防災⼯事（２か所） 
■⽔抜きボーリング孔の洗浄及び排⽔路の補修 
■⼤雨時に⽔位を感知して⾃動で開閉する⽔門の整備（11か所） 
■排⽔機場がある地域の⼩学⽣や住⺠を対象とした学習会（２回） 

○「おいしい信州ふーど」の魅力発信事業 

○地域振興推進費 

○食の地域内循環推進事業 

○信州伝統野菜継承・産地育成事業 

○地域が輝く信州農山村発イノベーション推進事業 

     
 

 

 

○千曲川沿いの排⽔機場ポンプ整備の更新・増強を推進 
○防災重点農業用ため池の地震・豪雨耐性評価と防災⼯事を実施 
○地すべり防止施設の⻑寿命化計画に基づく対策⼯事を実施 
○ＩＣＴを活用した⽔門の⾃動化・遠隔化を推進 
○排水機場のしくみと役割を紹介する学習会を実施 

■加⼯組織の事業継承に係る事例調査と情報交換会の開催 
■⽣産拡⼤や販路開拓⽀援による伝統野菜の振興 

○県営農村地域防災減災事業 

○地すべり対策事業 

○県営かんがい排水事業 

重点取組５ いつまでも安心して暮らせる農村づくり 

重点取組６ 長野地域で守り育てる食の継承 
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⻑野県⾷と農業農村振興審議会⻑野地区部会からの御意⾒に対する信州未来共創戦略への反映について 
 
令和 6 年 7 月 11 日に開催された会議において寄せられた、少子化および人口減少対策に関する御意⾒を取りまとめ、それらの内容がどのように戦略に反映されたかについて記載しました。 

意⾒・提言内容 戦略における対応箇所 今年度における⻑野県の主なアクション内容 
① 子供たちに担い手としてやらせようとしても採算が取れないことがあ

り、子供たちに農業を進められない状況にある。 

② 作る人がいなくなる、また、消費する人が減ってくるということで市場は

果たして必要なのか、危機感を感じる。 

③ 定年退職して農業に従事する人もいるが、今の企業は人が足りず定年延

長をしてもらいながらまだ働いてほしいということがある。そのため人の

確保は非常に難しくなってくる。将来的なところを考えると非常に危機感

を覚える。 

 

→P20 Ⅴ-4-1 世界を視野に付加価値労働生産性を高めよう 

・人口が減ると消費者も減り、市場が縮小することで企業の収益が下がるだ

けでなく、設備投資の意欲が低下し、生産性の向上も難しくなります。こ

れにより、国全体の競争力が低下し、賃金も下がる「縮小スパイラル」に

陥るおそれがあります。 

 （中段省略） 

・今後、 こうしたデフレ的安定から脱していくためには、各企業、各産業 、

特に地域に根ざした産業の付加価値労働生産性を徹底的に高めていくこ

とが大切です。私たちの価値観の転換に加え、 リスキリングやデジタル

化の推進やビジネスモデルのイノベーション、優れた経営者や経営体へ

の事業や労働者の集約などが重要です。 こうした取組により、製造業や

観光業、農林業、医療や福祉な どの各分野で、人口が減少しても持続的

に賃上げや設備投資を実現していく「正のスパイラル」を生み出していき

ましょう。 

→P22 Ⅴ-4-2 多様な人材の労働参加と省力化投資を進めよう 

・長野県には小規模事業者が多く、賃上げや省力化投資を進める余力が少な

い場合があります。そのため、地域や業種ごとに業務を共同化・外部化し

たり、事業承継やＭ＆Ａを活用して事業規模の拡大を図ることを検討す

ることも重要です。 

 

【付加価値労働生産性の向上】 
◎競争力の高い「ぶどう」「コメ」「花き」を重点品目として、県産農畜産物の

輸出拡大を戦略的に推進 
◎海外トップセールスや⾒本市への出展、バイヤ―招へい商談会の開催等に

より、事業者の海外販路拡大を支援 
 
【多様な人材の労働参加と省力化投資の推進】 

◎農業人材をひきつける農業経営体づくりを支援し、農業法人の雇用就農者
拡大を推進 

◎生産性向上を促進するため、リスキリングの取組推奨や実践例の展開、専門
家派遣による伴走支援の実施等、企業による主体的な取組を支援 

 

④ 空き家バンクを活用して外から人を呼んだり、住宅を建てて帰省しても

らったりしているが、高校生ぐらいになると、出て行く方も多い。直接的な

人口増加は村も苦労している。 

 →P8 Ⅴ-1 若者・女性から選ばれる寛容な社会づくり 

 （上段省略） 

 ・また、若者や女性にとっては、従来取り組んできた 結婚・出産・子育て

といった支援以前の問題として、特定の価値観を押し付けるような同調

圧力や不寛容な空気が生きづらさや息苦しさを感じさせる要因となって

います。こうした不寛容さは、生まれ育った地域で暮らすことを諦めさせ

る原因にもなっています。 

 ・一方で、寛容な社会をつくることは、地元を離れたいという気持ちを和ら

げ、若者が地元に戻りたいと思う気持ちを高める効果をもつとともに 、

一人ひとりの幸福感や自己肯定感を高め、結果的に人口減少の緩和にも

つながると考えています。 

→P15 ２ 信州の強みを活かした移住・関係人口の増加 

 （上段省略） 

・また、若い世代が県外に出て行く要因の一つには 地域の文化や企業を知

る機会が少ないことがあり、若者の地域への愛着が薄れているという声

も一部であるところです。そのため若い頃から地域や企業を知る機会を

増やし、地域への理解を深めるとともに、将来的に地域で活躍する人材を

育てることも必要です。 

【寛容な社会づくり】 

◎ 大学生等、社会人向けのライフデザインセミナーの開催回数を増やすとと
もに、プレコンセプションケア等の視点を含む内容に拡充 
◎ 信州みらいフェス・信州若者みらい会議の開催、沖縄県の若者との交流の
機会を設けることなどにより、若者の社会参画や交流を促進 
 
【移住・関係人口の増加】 
◎信州ならではの魅力にふれながら、移住・二地域居住を体験する信州ワーキ

ングホリデーを実施 
◎⺠間の知⾒やデータを活かし、より⼀層ターゲットに“響く”移住等プロモー

ションを展開 
◎移住者等の住まい確保に向け、地域の空き家等の市場流通を進めるための

調査を実施、仕組みづくりを検討 
◎大都市企業に対し、信州リゾートテレワークの利用を働き掛け 
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